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 少子高齢化が進行し成長時代から定常化時代へと移行しつつある日本の現代社

会では、時代のニーズに適確に対応するために、新たにつくるための自律的な計

画・デザイン論ではなく、先行的に存在する環境や与条件に依拠し、更新・改善・

漸進的発展を行っていくためのデザインの方法論が求められている。そこでは、

場所の物理的な環境特性と法制度など社会システムの双方を与件として、個別的

に適確な提案を導く必要がある。加えて、これらの取組みは、従来とは異なり参

加と合意形成を伴うプロセスで進行するため、建築設計者の職能範囲にも拡充が

求められ、その育成のための建築デザイン教育にも改善と変革が要請される。  
 本研究は、人間が住まうための構築物と外部空間の総体としての集住体につい

て、敷地およびその周辺環境の特性に適確に応答するデザインを可能とするため

の、建築設計者が取るべき方法論に関する研究であり、現代の社会的要請に応え

るための重要な課題に取り組んでいる。  
 本研究は次の７つの章と、各章を要約した終章から構成されている。  

序章では、まず研究の背景と目的を述べ、研究の枠組みを明らかにしている。1960
年代から「近代の見直し」と呼ばれる建築思潮の流れを概観し、敷地および周辺

環境への応答に関する理論を中心に、研究の理論的背景を明らかにしている。次

に、「場所に応答する集住体デザイン」について、用語の定義を行い、その像を明

らかにした上で、研究を推進するために主軸的な方法として用いる「敷地計画」

を提示し、それを発展させて「形態配置レベルのレイアウト」と「区画境界レベ

ルのレイアウト」という双眼的視点を持って、敷地計画のあり方を研究し組織化

するための理論的な枠組みを示している。そして、現状の課題を整理し、本研究

で対象とする領域を示した上で、研究の方法について、第一に、まとまりのある

空間像を創出する集住体の先導的事例の研究により敷地計画の方法を抽出し、第

二に、具体の地域を設定して、関連する法制度の運用も含めて、詳細に事例等を

研究して、現在の到達点と将来の課題を明らかにし、第三に、実践された取組み

のプロセスと成果を検証して、デザイン方法の発展可能性とそれを担う次代の設

計者の職能像を提示し、第四に、その職能を育成するための枠組みを仮説として

提示した上で、実践された具体の取組みを、教育システムと地域への展開の両面

から報告し検証する、という一連の方法を適確に設定している。  
 第１章では「集住体の敷地計画に関するデザイン手法の研究」と題して、敷地

計画を中心とした可能性を探索する研究を行っている。比較的小規模な住宅群に

よる、まとまりのある空間像を創出している先導的事例を取り上げて、敷地計画、

協調的整備の工夫、事業手法について比較研究を行った。配棟計画図と敷地区画

図を一対で作成して敷地計画を分析することで、良好な整備を生み出すための要

点を抽出し、共通した敷地計画の手法を明らかにした。その上で、共用的空間領

域を中心にまとまりのある集住体デザインを実現する方法として、方法１：複数

敷地区画にまたがる計画を協定等で協調的・包括的に束ねる方法、方法２：複数
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建物を一敷地の計画として扱うことで包括的・総合的な計画を実現する方法、を

抽出し、敷地計画を中心としたデザインの方法について有用な知見を得ている。  
 第２章および第３章では「複数敷地区画の協調的・包括的計画手法」と題して、

抽出された２つの方法について、具体の地域を対象として設定し、デザインの実

体と法制度等とを関連づけて、詳細かつ実証的な研究を行なっており、理論的裏

付けを伴って実践的な知見を明らかにしている点が、高く評価できる。  
 第２章では、副題を「府中市における景観協定等の活用に関する研究」と題し

て、研究対象を府中市に設定し、方法１について協定等の活用に関する研究・考

察を行っている。各種協定等を分類し、府中市における景観関係施策の展開を概

観し、その特徴と位置づけを分析した上で、都市景観審議会の審議プロセスにみ

られる協議・調整システムを分析し、協定等に関わる要点を整理している。その

上で、景観協定の締結事例を研究し、協調的・包括的な敷地計画による整備への

課題と可能性を考察している。景観協定が扱える事象の広さや包括性などの可能

性が評価され、協定等の併用・役割分担による効果的な活用の可能性が整理され

るとともに、具体の敷地計画や空間像を伴う方法が未熟で、将来へ向け発展の必

要があることが指摘されている。これらは、現代において必要とされる協定等を

伴った敷地計画の可能性と有用性を示したもので、意義のある成果である。  

 第３章では、副題を「川崎市における連担建築物設計制度の活用に関する研究」

と題して、研究対象を川崎市に設定して、方法２について連担建築物設計制度の

活用に関する研究・考察を行っている。一敷地複数建物の総合的計画制度を整理

した上で、川崎市の連担制度の特性と運用実態を明らかにして、密集市街地にお

ける活用について幸町３丁目を中心にケーススタディを実施し、空間像を伴うシ

ミュレーションを用いた実践的な研究を行なっている。選択肢の得失や関連制度

との相関関係が空間像とともに明示され、対象区域において個別面とまちづくり

面のメリットを両立させる方策として、低層高密の敷地計画が示されている。連

担制度について、地域課題の解決へ向けた複数敷地区画の協調的・包括的な計画

を実現する特性と、漸進的な個別更新を連鎖させる可能性を明らかにしている。

加えて、協定等を併用した活用の可能性や必要とされる法制度の改善・連携の方

向性を指摘している。連担制度のまだ発現していない潜在性について、現代にお

いて必要とされる方法や可能性を具体的に提示しており、意義のある成果である。 
 第４章では、「集住体のデザイン・プロセスに関する考察」と題して、川崎市多

摩区でのコーポラティブ住宅づくりを巡る試みを取り上げ、連続ワークショップ

のプロセスとその成果を基に作成された設計競技案「環境調和型・連担建築物設

計制度による都市集住体」を取り上げ、参加と合意形成のプロセスから生まれる

デザインの可能性を検証・考察している。そして、デザイン・プロセスでの協応

的な関係性形成への可能性を示し、プロセスに関与する建築設計者の職能像を明

らかにし、その育成に向けた仮説的枠組みを提示している。これは、研究により
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構築した方法論を実験的取組みに適応しつつ、その具体的な有用性や成果を明ら

かにし、さらに次代の職能像を展望したものであり、意義のある成果である。  
 第５章および第６章では、「デザイン・プロセスに関わる職能の発展に関する研

究」と題して、３つの発展段階における教育システムと地域への展開の相互作用

の枠組みを用いて、申請者が関わった具体の取組みを報告し、検証している。  
 第５章では、副題を「建築デザイン教育の改善と発展に関する考察」と題して、

３つの異なる発展段階の教育プログラムを検証し考察している。与件からデザイ

ンを導くプロセスに着目し、場所の解読を基点とした方法の効果的な活用と、デ

ザインの基盤的技術としての重要性を指摘している。また、次代の職能への拡張

を前提とし、教育プログラムにおける場所に応答するデザインの方法の位置づけ

と導入方針が示され、合わせて現状の課題と今後の可能性が提示されている。方

法が体系的に提示されており、他の教育機関にも有用な知見であると評価できる。 
 第６章では、副題を「社会と地域へ向けた発展的展開に関する考察」と題して、

成果を地域に展開する取組みについて３つの異なる発展段階の試行を検証し考察

している。学外での発表・展示等の事例を検証し、場所の解読プロセスの意義や

成果活用の可能性を示すとともに、地域まちづくりへの触媒的作用や学生の職能

像認知の効果などを明らかにし、効果的に展開するための陣容形成や関係性醸成

の重要性を指摘している。考察された内容は、建築における場所の概念を領域的

に敷地から地域へと拡大し、時間的にも先行的な存在を尊重して未来を展望する

環境概念へと拡張し、社会との双方向性の相互作用を包含するもので、本研究で

扱っている建築デザインの方法論に関して、有用な知見であると評価できる。  
 終章は、各章の要約である。  
 以上、要するに、本研究は、現代の都市建築としての集住体に求められる場所

に応答するデザインについて、敷地計画の方法の先導的な事例を整理・分析した

上で、関連する法制度の活用方法を通して、また次代の職能像を提示することを

通して、さらにその教育の枠組みの仮説にまで踏み込んで、建築設計者の方法論

を一つの包括的なモデルとして構築し提示したもので、当該分野においてきわめ

て有用で先駆的な研究として高く評価できる。  
 よって本論文は建築学の発展に大きく寄与するものであり、博士（建築学）の

学位授与に値するものと認められる。  
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